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「外国人労働者に関する実態調査」結果の送付について 

 

 

 時下ますますご清祥のことと、お慶び申し上げます。また、平素より本会の

活動に対しまして格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、全建労発第４３号「外国人労働者（外国人技能実習生・外国人建設就労

者等）に関する実態調査について（協力依頼）」（平成３１年１月７日付け）で、

ご協力をお願いしておりました標記アンケートにつきまして、貴協会及び貴協

会会員の皆様には、業務ご多忙の中、ご対応いただきまして誠にありがとうご

ざいました。 

 この度、アンケート結果を、別紙のとおり集計いたしましたので、その結果

をお送りさせていただきます。 

このアンケート調査結果につきましては、２月１４日（木）以降に新聞記事

となる予定ですので、それまでは取扱注意でお願いいたします。 

以上 

（担当：吉田） 



「外国人労働者に関する実態調査」 

結果概要 
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問い合わせ先 

一般社団法人 全国建設業協会 

      労働部 労働部長   長尾 正弘 

          労働部係長 吉田 隼三 

住 所：東京都中央区八丁堀２－５－１ 

電 話：０３－３５５１－９３９６／ＦＡＸ：０３－３５５５－３２１８ 

e-mail：rodo@zenken-net.or.jp 

 

 深刻な人手不足に対応するため、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外

国人労働者の受入れを拡大する改正出入国管理法に基づき、建設分野において

も平成 35 年度末時点で 3 万人から 4 万人の新たな資格制度に基づく外国人労

働者の受入れが見込まれている。また、建設業界あげての新法人設立もある中、

今後の全建としての対応を検討する際の基礎資料とするため、現状における会

員企業の外国人労働者に関する就労実態を把握するべく標記調査を全建とし

て初めて実施した。 

 当調査は平成３１年１月に全会員企業を対象に行い、２，２３０社から回答

を得た。外国人労働者の雇用状況については、約１割で外国人技能実習生及び

外国人建設就労者の何れか、あるいは両方を雇用していた。また、在留資格「特

定技能１号」の活用意向については、約２割が「活用したいと考えている」と

回答している。外国人労働者を雇用することの課題については、「日本語能力

の充実」が最も多く、８３．９％となった。 



外国人労働者に関する実態調査 

平成３１年２月１３日 
一般社団法人 全国建設業協会 労働部 

   調査対象：各都道府県建設業協会会員企業全社（19,018社（平成30年6月末時点）） 
   回答企業：２，２３０社    調査時期：平成３１年１月 

58.6% 

11.0% 

28.5% 

1.9% 

事業内容 

土木 建築 土木・建築 その他 

2.4% 

73.8% 

15.7% 

5.9% 

2.2% 

資本金規模 

1,000万円未満 
1,000万円以上5,000万円未満 
5,000万円以上1億円未満 
1億円以上10億円未満 
10億円以上 

42.0% 

19.2% 

29.8% 

3.7% 

2.2% 
3.2% 

前年度の完工高 

5億円未満 
5億円以上10億円未満 
10億円以上50億円未満 
50億円以上100億円未満 
100億円以上200億円未満 
200億円以上 

17.1% 

61.5% 

12.0% 

5.3% 

4.2% 

従業員規模 

10人以下 11人以上50人以下 

51人以上100人以下 101人以上200人以下 

201人以上 

（n=2,197） （n=2,187） 

（n=2,185） （n=2,190） 



外国人労働者に関する実態調査 

平成３１年２月１３日 
一般社団法人 全国建設業協会 労働部 

6.8% 
1.8% 

0.7% 

90.6% 

外国人労働者の雇用状況 

外国人技能実習生を雇用している 

外国人建設就労者を雇用している 

外国人技能実習生・外国人建設就労者を雇用している 

雇用していない 

2.1% 3.1% 

38.1% 

56.6% 

建設現場の下請企業における外国人労

働者の就労状況 

殆どの現場で入っている 
半分くらいの現場で入っている 
一部の現場で入っている 
殆どみたことがない 

18.0% 

27.5% 

54.5% 

在留資格「特定技能1号」の活用意向 

活用したいと考えている 

活用するつもりはない 

わからない 

4.9 

10.7 

15.6 

26.3 

36.6 

43.6 

43.8 

47.8 

76.5 

83.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

その他 

労働時間 

日本人労働者の雇用機会の喪失 

賃金  

技能・技術力の向上 

安全・衛生 

制度・法整備 

共生できる環境 

受入体制の整備 

日本語能力の充実 

外国人労働者を雇用することの課題 

（n=2,191） （n=2,179） 

（n=2,179） （n=2,186） 



各都道府県建設業協会会員企業における外国人労働者の雇用状況 

※都道府県名の後の（ ）内は回答企業数 
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北海道(187) 
青森県(52) 
宮城県(2) 
山形県(23) 
福島県(71) 
茨城県(78) 
栃木県(46) 
群馬県(45) 
埼玉県(33) 
千葉県(68) 
東京都(86) 

神奈川県(48) 
新潟県（165） 
富山県（107） 
石川県（62） 
福井県（50） 
岐阜県（162） 
静岡県（52） 
愛知県（25） 
三重県（33） 
滋賀県（34） 
京都府（32） 
大阪府（9） 
兵庫県（79） 
鳥取県（29） 
島根県（79） 
岡山県（31） 
徳島県（23） 
香川県（31） 
愛媛県（105） 
高知県（75） 
福岡県（13） 
佐賀県（16） 
長崎県（2） 
熊本県（71） 

鹿児島県（116） 

沖縄県（29） 
無記名（22） 

会員企業の外国人労働者雇用状況（各都道府県別） 

外国人技能実習生を雇用している 
外国人建設就労者を雇用している 
外国人技能実習生・外国人建設就労者を雇用している 

（社） 
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北海道(186) 
青森県(53) 
宮城県(2) 
山形県(23) 
福島県(71) 
茨城県(78) 
栃木県(46) 
群馬県(45) 
埼玉県(33) 
千葉県(66) 
東京都(86) 

神奈川県(48) 
新潟県（164） 
富山県（106） 
石川県（62） 
福井県（50） 
岐阜県（159） 
静岡県（52） 
愛知県（25） 
三重県（33） 
滋賀県（34） 
京都府（32） 
大阪府（9） 
兵庫県（77） 
鳥取県（29） 
島根県（80） 
岡山県（31） 
徳島県（24） 
香川県（31） 
愛媛県（105） 
高知県（74） 
福岡県（12） 
佐賀県（16） 
長崎県（2） 
熊本県（70） 

鹿児島県（114） 

沖縄県（29） 
無記名（22） 

現場における外国人労働者の雇用状況（各都道府県別） 

殆どの現場で入っている 半分くらいの現場で入っている 

（社） 

協会事務局限り 
参考資料 


